
※別紙１中１、２及び３

雇用安定事業及び能力開発事業のうち予算削減が必要な事業【 （ 億円）12 868】

※別紙１中４

※独立行政法人への運営費交付金を除く。

③ このような見直しにより、既存事業については、現在の経済情勢や雇用・失業情勢を前提とす

ると少なくとも平年度で ～ 億円（概ね保険料率 に相当）以上の予算額の削減が750 800 0.5/1000
可能と考えられる。

※三事業に係る保険料率は 。雇用安定資金が一定程度に達すると 引き下がる。3.5/1000 0.5/1000

④ また、今後、当面は以下のような雇用対策に重点を置くべきである。

（１）人口減少下において、若者、高齢者等すべての人の就業参加の実現を目的とした雇用対策の推進

ア フリーターの常用雇用化等若年者雇用対策の強化

イ 団塊世代の高齢化に対応した高齢者雇用対策の推進

ウ 育児期間中の雇用継続、能力開発、再就職の促進等両立支援対策の推進

エ 非正規労働者の安定した雇用の促進

オ 雇用情勢の厳しい地域に重点化した地域雇用対策の推進

カ 福祉と雇用の連携による障害者等の自立・就労支援

（２）雇用のミスマッチ縮小のための求職者・労働者に着目した雇用対策の推進

ア 雇用保険受給資格者の早期再就職の促進
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